（別紙１）
平成　　年　　月　　日
参加意向申出書

横浜市契約事務受任者

業者コード
所在地　
商号又は名称　
代表者職氏名	印

次の件について、プロポーザルの参加を申し込みます。
件名：　平成31年度Y-PORTセンターにおける横浜市内企業の技術・製品を活用した
案件形成・事業化支援業務

連絡担当者
住所
所属
氏名
電話
FAX
E-mail







※添付資料：「日本国政府または政府機関が実施する海外インフラ輸出に関する戦略・政策立案または海外インフラに関する事業可能性(FS)調査に関する委託業務を平成26～30年度の期間に、５件以上受託実績があること。」を証明する書類

（別紙２）
平成　　年　 月 　日

横浜市契約事務受任者

業者コード
所在地　
商号又は名称　
代表者職氏名　		印
[bookmark: _GoBack]
質 　問　 書

業務名：平成31年度Y-PORTセンターにおける横浜市内企業の技術・製品を活用した
案件形成・事業化支援業務
	質 問 事 項

	


回答の送付先
住所
所属
氏名
電話
FAX
E-mail

注：質問がない場合、質問書の提出は不要です。
質問の送付先：ki-yport@city.yokohama.jp

（様式１）	
　年　　月　　日


横浜市契約事務受任者
業者コード
所在地　
商号又は名称　
代表者職氏名　		印

　提　案　書


　
次の件について、提案書を提出します。	


件名：平成31年度Y-PORTセンターにおける横浜市内企業の技術・製品を活用した
案件形成・事業化支援業務






連絡担当者
住所
所属
氏名
電話
FAX
E-mail




（様式２－１）
業務遂行にかかる内容（実施方針及び実施体制）
◎市内企業や海外都市等からの幅広い分野に亘る協力要請や事業提案に基づいて事業企画を作成するための実施方針および実施体制について提案してください。









（様式２－２）
Y-PORTセンター専門家１の海外インフラビジネスの従事実績等


◎Y-PORTセンター専門家１の従事予定者に関する、氏名、経験及び資格等について、本業務の遂行への適性の観点から具体的に記載してください。また、過去５年間（平成26～30年度）の従事実績等について、件名（年度、対象国・都市）及び発注機関（契約金額）、業務概要・担当分野、業務実績を本業務に活用することの有益性について、直近のものから最大５件を記載してください。予定者が複数人になる場合は、全員分を記載ください。

氏名

生年月日
S・H　年　月　日
所　属

経験年数
役　職


専門分野

所有資格

外国語
取得資格
自己申告

資格名
外国語名
読む
書く
話す
聞く

○○○○（○○年○月取得）





経歴
（職歴/学位）
○○株式会社（平成○○年～）


過去業務の実績等
業務実績を本業務に活用することの有益性
件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○

件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○


件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○


件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○


件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○





（様式２－３）
Y-PORTセンター専門家２の海外インフラビジネスの従事実績等


◎Y-PORTセンター専門家２の従事予定者に関する、氏名、経験及び資格等について、本業務の遂行への適性の観点から具体的に記載してください。また、過去５年間（平成26～30年度）の従事実績等について、件名（年度、対象国・都市）及び発注機関（契約金額）、業務概要・担当分野、業務実績を本業務に活用することの有益性について、直近のものから最大５件を記載してください。予定者が複数人になる場合は、全員分を記載ください。

氏名

生年月日
S・H　年　月　日
所　属

経験年数
役　職


専門分野

所有資格

外国語
取得資格
自己申告

資格名
外国語名
読む
書く
話す
聞く

○○○○（○○年○月取得）





経歴
（職歴/学位）
○○株式会社（平成○○年～）


過去業務の実績等
業務実績を本業務に活用することの有益性
件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○

件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○

件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○

件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○

件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○





（様式２－４）
常駐専門家の海外インフラビジネスの従事実績等
◎常駐専門家の予定者の氏名、経験及び資格等について、本業務の遂行への適性の観点から具体的に記載してください。また、過去５年間（平成26～30年度）の従事実績等について、件名（年度、対象国・都市）及び発注機関（契約金額）、業務概要・担当分野、業務実績を本業務に活用することの有益性について、直近のものから最大５件を記載してください。予定者が複数人になる場合は、全員分を記載ください。

氏名

生年月日
S・H　年　月　日
所　属

経験年数
役　職


専門分野

所有資格

外国語
取得資格
自己申告

資格名
外国語名
読む
書く
話す
聞く

○○○○（○○年○月取得）





経歴
（職歴/学位）
○○株式会社（平成○○年～）


過去業務の実績等
業務実績を本業務に活用することの有益性
件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○

件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○

件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○

件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○

件名（年度・対象国・都市）
発注機関（契約金額）
業務概要・担当分野
○○○○○○(○○・○○・○○)
○○省（税込○○○○○円）
○○○・○○○
○○○○○○







（様式３－１）
業務内容に関する提案内容（競争力の高い事業企画を作成するための実施方策）
◎市内企業の事業企画を有望な提案先（海外都市や現地民間セクター、政府・国際機関）に繋げるための実施方策（海外渡航先、実施スケジュール等）についてご提案ください。






















（様式３－２）
業務内容に関する提案内容（市内企業の参画を促進するための実施方策）
◎常駐専門家が市内企業のY-PORT事業への参画を促進し、市内企業が保有する技術・サービスを本市の国際協力に積極的に活用するための実施方策についてご提案ください。








（様式４）
参考見積書

平成　　年　　月　　日　

　横浜市契約事務受任者


業者コード
所在地　
商号又は名称　
代表者職氏名　		   印



　本業務の参考見積金額は次のとおりです。

	
金　　額
	
	
	
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円 


（消費税は含みません。）



件　　名:平成31年度Y-PORTセンターにおける横浜市内企業の技術・製品を活用した案件形成・事業化
支援業務






　　　　　　　　　　　※別紙として内訳書をご提出ください。（書式自由）




 





（様式５）
平成   年  月 日

横浜市契約事務受任者 

業者コード
所在地　
商号又は名称　
代表者職氏名　		   印


提案書の開示に係る意向申出書


プロポーザル方式の実施に係る提案書の内容に対して、開示請求があった場合の取扱いについて次のとおり意向を申し出ます。 

件名：平成31年度Y-PORTセンターにおける横浜市内企業の技術・製品を活用した
案件形成・事業化支援業務



１．提案書の開示を承諾します。
上記の件について、

２．提案書の非開示を希望します。
理由：



※ 本 申 出書は提案書の内容を非開示とすることを確約するものではありません。「横浜市 の 保 有 する情報の公開に関する条例」等 関連規定に基づき、公 開が妥当と判断される部分 に つ いては開示する場合があります。



連絡担当者 	
所属 
氏名 
電話 
ＦＡＸ 
E－ mail
